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2018年11月に取りまとめられた中央教育審議会のグ

ランドデザイン答申では、多様性を受け止めるガバナンス

のあり方として、各大学におけるマネジメント機能や経営

力を強化する取り組みに加え、複数の大学等の人的・物的

リソースを効果的に共有すると同時に教育研究機能の強

化を図るため、一法人一大学となっている国立大学のあり

方の見直し、私立大学における学部単位等での事業譲渡の

円滑化、国公私立の枠組みを越えて大学等の連携や機能分

担を促進する制度の創設等、大学等の連携・統合を円滑に

進めることができる仕組みや、これらの取り組みを促進す

るための情報の分析・提供等の支援体制の構築等実効性を

高める方策について検討することか必要であることが示

された。

このなかでは、学外の教員や実務家等多様な人的資源を

活用し、多様な年齢層の多様なニーズを持つ学生を受け入

れていくため、高等教育機関が、他の機関や、関係する産業

界、地方公共団体等と連携し、必要とされる教育研究分野、

求人の状況、教員や学生の相互交流等について、恒常的に

意思疎通を図るような体制として「地域連携プラット

フォーム(仮称)」の構築の必要性が述べられている。

加えて、国公私立の設置形態の枠組みを越えて、大学等

の機能の分担や教育研究・事務の連携を進める等、各大学

の強みを生かした連携を可能とする制度（大学等連携推進

法人（仮称））を導入することも示され、その際、連携を推進

する制度的な見直しを、質の保証にも留意しつつ、併せて

検討することが示された。

上記のグランドデザイン答申を踏まえ、2020年10月

には「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライ

ン」が取りまとめられた。

このなかでは、地域連携プラットフォームの必要性とし

て、①各地域においては、人口減少、産業構造の変化、グ

ローバル化、一極集中型から遠隔分散型への転換といった

動きのなかで、地域ニーズを踏まえた質の高い高等教育機

会の確保と人材の育成がこれまで以上に重要となってい

ること、②地域の大学等、地方公共団体、産業界等がそれぞ

れの立場から単独で複雑化する地域課題の解決やイノ

ベーションの創出に取り組むことは限界であることを掲

げている。

そのうえで、IT技術等の進化により、地域においてもデ

ジタル革命等新しい産業創出やイノベーションを生み出

し、地域経済・社会を革新的に変えるチャンスであり、大学

等、地方公共団体、産業界等様々な関係機関が一体となっ

た恒常的な議論の場を構築し、エビデンスに基づき、現状・

課題を把握したうえで、地域の将来ビジョンを共有し、地

域の課題解決に向けた連携協力の抜本的強化を図ってい

くことが不可欠であるとしている。

この取り組みは、大学・地方公共団体・産業界のいずれに

おいてもメリットがある。即ち、①大学等にとっては、地

域ニーズを取り入れた教育研究の活性化や大学間連携の

推進、大学等の地域における存在価値の向上、②地方公共

団体にとっては、大学等の知と人材を活用した課題解決や

域内への若者の定着促進、地域の経済基盤強化と社会の維

持・存続、③産業界にとっては、自らのニーズを反映した人

材育成や共同研究による活性化、魅力的な雇用の維持・増

加が見込まれる。

具体的な実施体制として、対象地域は、都道府県等の行

政単位、生活・経済圏、都道府県を越えた広域ブロック等、

地域によって最適な単位を検討するとともに、参画主体

は、大学等、地方公共団体、産業界等の組織的関与（トップ

の関与とともにミドル層、キーパーソンが対話に参画）を

示している。また、運営の考え方として、恒常的な運営体

制の構築、既存のネットワークの活用も有効（議論の場、企

画立案、実行組織等の役割分担、コーディネート・事務局機

能）とするとともに、予算は参画組織からの会費徴収、国等

のプロジェクト予算、企業版ふるさと納税等多様な財源を

活用することとしている。

令和6年６月に行った「地方公共団体と高等教育機関の

連携の状況に関するアンケート」では、地域連携プラット

フォームは全国で277あり、３県を除く44都道府県で所

在していることが明らかとなった。しかしながら、各取り

組みについては頻度や内容において濃淡があるのも事実

であり、今後、上記に示した趣旨の実現に向けて、さらなる

取り組みの深化が求められる。

2021年２月には、大学等の緊密な連携を効果的に推進

するために、大学の設置者等を社員とし、連携に係る協議

調整や連携事業を一元的に実施する等の業務を行う一般

社団法人に対し、文部科学大臣が大学等連携推進法人とし

て認定する制度が設けられた。

このなかでは、大学等連携推進法人の社員が設置する大

学間において、大学が自ら開設することとされる授業科目

について、他の大学が当該大学と緊密に連携して開設した

連携開設科目を当該大学が自ら開設するものとみなすこ

とができる等の特例措置も講じられた。

大学等連携推進法人については、山梨大学と山梨県立大

学の連携による「大学アライアンスやまなし」の取組を皮

切りに、2024年11月現在、８事例が認定されている。

このなかには、国公私立の枠組みを越えて連携した事例

として、山口大学、山口県立大学、山口学芸大学による「や

まぐち共創大学コンソーシアム」や、信州大学、長野大学、

佐久大学による「信州アライアンス」、熊本大学、熊本県立

大学、東海大学による「熊本地域大学ネットワーク機構」が

あるほか、機関の枠組みを越えて連携した事例として、岐

阜大学、中部学院大学、岐阜市立女子短期大学による「高等

教育ネットワーク岐阜」のような大学と短大の連携や、広島

大学、広島市立大学、広島市、公益財団法人広島平和文化セ

ンターによる「ヒロシマ平和研究教育機構」のように、大学

以外の機関の連携の事例も見られる。また、四国の国立大

学が連携した「四国地域大学ネットワーク機構」や、地域の

枠を越えた私立大学で構成される「学修評価・教育開発協議

会」のように、地域の枠を越えて連携を行う事例もある。

令和６年度より、経営改革に対する継続的な財政支援を

行うとともに、文部科学省と私学事業団による私学経営

DXの推進を通じた「アウトリーチ型支援」等の転換支援

パッケージをスタートした。

このなかでは、少子化を乗り越えるレジリエントな私学

への改革を図るため、地域の未来に不可欠な専門人材の育

成等を目的とした教育研究面の構造的な転換及び資源の

集中等を通じた機能強化や、人的リソースや各種システム

の共用化、大学等連携推進法人制度や教育課程の特例制度

等の活用による複数大学の連携等による経営の効率化等

の経営改革に対する支援を行うこととしている。2024年

度から2028年度までの５年間を集中改革期間と定め継

（１）地域連携プラットフォーム

大学間の連携・統合を支援する政策・枠組み2

大学間の連携・統合への期待がある背景1

（２）大学等連携推進法人

（３）私立大学等の経営改革支援

髙見英樹
文部科学省高等教育局企画官（併） 高等教育政策室長

大学間連携の推進に向けて

寄稿C o n t r i b u t i o n
特集　連携がつくる　大学の新たなかたち
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続的な支援を行うとともに、中間評価を実施し、その結果

を支援に反映すること等を予定している。

未来を支える人材を育む特色ある教育研究の推進や、高

度研究を実現する体制・環境の構築、地域社会への貢献、社

会課題を解決する研究開発・社会実装の推進等、自らの特

色・強みや役割の明確化・伸長に向けた改革に全学的・組織

的に取り組む大学等を重点的に支援する仕組みとして、

令和5年９月には、盛山正仁文部科学大臣から中央教育

審議会に対して、「急速な少子化が進行するなかでの将来

社会を見据えた高等教育のあり方」について諮問が行われ

た。その後、大学分科会の下に「高等教育のあり方に関す

「私立大学等改革総合支援事業」がある。このなかでは、タ

イプ３「地域社会の発展への貢献」として、地域と連携した

教育課程の編成や社会人の受け入れ、地域の課題解決に向

けた研究の推進等、地域の経済・社会、産業、文化等の発展

に寄与する取組を支援するとともに、大学間、自治体・産業

界等との連携を進めるためのプラットフォーム形成を通

じた、地域と大学等双方の発展に向けた取り組みを支援し

ている。

る特別部会（部会長：永田恭介／筑波大学長）」が設けられ、

８回にわたって審議が重ねられ、本年８月に中間まとめと

して取りまとめられた。このなかでも大学連携の促進に

向けた考え方が示されている。

中間まとめにおいては、少子化が進行する一方で、今後、

更なる進学率の上昇が十分には見込めないなかでは、大学

をはじめとする高等教育機関は現在の規模を維持してい

くことが困難な状況に直面することが想定され、将来を見

据えた規模の適正化は避けられない状況にあるなか、各大
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地域連携プラットフォーム数

地域連携プラットフォームは全国で277（※）あるとの回答が得られた。
また、3県を除き44都道府県で地域連携プラットフォームが

所在している。	 （令和 6 年 6 月 28 日現在）

「地方公共団体と高等教育機関の連携の状況に関するアンケート」（令和 6 年 6 月 28 日文部科学省）より作成

※佐賀県と長崎県が共に参加している地域連携プラットフォーム 1 件について、日本地図上は佐賀県と長崎県
でそれぞれ 1 件ずつカウントしている。

（４）私立大学等改革総合支援事業
中央教育審議会における議論3

図１　地域における大学等の連携・統合の促進に向けた方策

地域連携プラットフォームの構築 大学等連携推進法人の認定制度
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地域の高等教育機会と
人材の確保 地域社会の維持・活性化大学等の連携による課題解決と地域振興、

教育研究機能の強化

人口減少がより急速に進むこれからの20年間においては、地方における質の高い教育機会の確保が大きな課題

▶多様化するニーズや社会からの要請に応えるため、各大
学等が強みや特色を生かしつつ、一定の地域や特定分野
で他大学等と連携・協力して教育等に取り組む。

▶地域の国公私立大学等、地方公共団体、産業界等が一体
となった恒常的な議論の場を構築し、連携体制の強化。
地域人材の育成や課題解決に向けて取り組む。

大学等、地方公共団体、産業界等の関係機関がエビデンスに基
づき、地域の現状・課題を把握した上で、地域の将来ビジョン
を議論・共有し、地域の課題解決に向けた連携協力の抜本的強
化を図る。

地域の国公私立大学の枠組みを越えた緊密な連携や機能分担を
推進するため、基準に適合した一般社団法人について、文部科
学大臣が大学等連携推進法人として認定する制度を創設。

大学等は地域の人材を育成し、地域経済・社会を支える基盤。各地域は、人口減少、産業構造の変化、グローバル化、一極集中型
から遠隔分散型への転換の中で、地域ニーズを踏まえた質の高い教育機会の確保と人材の育成がこれまで以上に重要。

地域においてもデジタル革命など新しい産業創出やイノベーションを生み出し、地域経済・社会を革新的に変えるチャンス。

　図２　地域連携プラットフォームの所在数

特集　連携がつくる　大学の新たなかたち

大学、
高専等

地方公共団体

組織的関与（トップ・ミドル層、
キーパーソンが参画）

産業界

課題解決のために実行する事項
　地域課題解決型プロジェクトの実施
　人材育成、産業振興

議論することが考えられる事項
　プラットフォームの目標、方向性
　地域の高等教育のグランドデザイン

地域の現状・課題等の共有
　地域社会のビジョン等
　地域の高等教育の果たす役割
　人口動態、地域社会・産業構造

文部科学省が「ガイドライン」策定
各地域において地域連携プラットフォームの構築や議論を行う際の参考に資する。

大臣認定基準 (例 )
●大学等連携推進業務が主

目的
●法人として安定的かつ一

体的な運営体制
●大学等連携推進方針を策

定・公表　等国立大学 国立大学 国立大学
研究開発

法人、高専等

各法人が「社員」として参加

文
部
科
学
大
臣

設定

申請
（一般社団法人）○○地域大学ネットワーク機構
・大学等連携推進方針
・大学等連携推進業務（例）
　教育：大学間の教学上の連携に係る管理（協議の場の運営）等
　研究：産学連携、地域共同研究、研究施設共同利用等
　運営：FD・SD 共同実施、事務の共同実施、物品共同調達等
・大学等連携推進法人における教学上の大学間連携
　連携開設科目の開設、連携開設科目を活用した教職課程共同設置、
　共同教育課程（共同学位）での各大学修得単位数の引下げ
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すための仕組みの整備として、国全体や地域ごとのデータ

整備、コーディネーターとなる人材の育成・配置、地方公共

団体における高等教育振興に関する担当部署の整備、国に

おける司令塔機能を果たすための組織体制の充実・強化が

掲げられている。

上記の中央教育審議会については、2024年度中を目途

に一定の結論を得る予定であり、中間まとめ以降も、関係

団体ヒアリング等を含め、精力的に議論が行われていると

ころである。今後、この議論を踏まえ、大学連携も含めて、

新たな制度改正、予算措置等、具体の政策の実現に向けた

取り組みが進められる予定である。各大学の関係者にお

かれては、これらの政策動向等も注視いただきながら、各

地域や大学の実態等を踏まえた大学間連携の取り組みを

進めていただきたい。

学が自らの強み・弱みや取り巻く外部環境等の現状を適切

に認識し、自らのミッションを再確認するとともに、少子

化を踏まえた適正な規模のあり方について検討したうえ

で、地域あるいは地域外の高等教育機関との連携強化等を

進めることが必要であることを掲げている。そのうえで、

具体的方策として、地域連携プラットフォームや大学等連

携推進法人制度のさらなる活用促進、複数大学等の連携に

よる機能の共同化・高度化への支援、各法人・大学が共同利

用できる共通的なプラットフォームの構築、DX等の活用

を通じた、連携・統合等を希望する学校法人への経営相談

や、客観的な経営診断を踏まえた「アウトリーチ型支援」の

充実を図ることとしている。

また、地理的観点からのアクセス確保として、各地域に

おける志願動向や人材需要、他の高等教育機関が持つ特色

等を踏まえ、各高等教育機関の強みを伸ばし、連携・再編等

を通じて互いに機能を補完するなかで、求められる学問分

野を学べる高等教育の機会を確保することが重要である

ことを示している。

この具体的方策として、地域の人材育成のあり方につい

て議論を行う場を構築し、各高等教育機関における連携・

再編等の計画策定支援や各計画の実行を支援するための

仕組みの構築や、各高等教育機関や地域において検討を促

今後の期待3

図３　現在認定されている大学等連携推進法人

（一社）大学アライアンスやまなし
令和 3 年 3 月認定

国立大学法人山梨大学（山梨大学）
公立大学法人山梨県立大学（山梨県立大学）

国立・公立という設置形態を超えた連携により、地域社会や地域経済の活性化
及び持続的発展に貢献できる人材や未来の社会を切り拓くグローバルな人材を
養成するとともに、地域のイノベーションの進展を図ることで、地域の発展に
寄与

取組内容
●連携開設科目の開設（令和 3 年度～）

教養教育分野、留学生対象科目
高度専門人材養成

（教員養成、幼児教育、看護教育、社会科
学等）　

●教育資源の有効活用
 施設の共同利用、就職支援の相互利用等

●学生・教職員の交流
合同講演会 / 研修の開催、事務職員の人
事交流

●効率的な大学運営
 電気の共同契約、消耗品等の共同調達
●連携の枠組みを活かした地域貢献活動

新型コロナウイルスワクチンの大学拠点
接種 等

（一社）四国地域大学ネットワーク機構
令和 4 年 3 月認定

国立大学法人徳島大学（徳島大学）
国立大学法人鳴門教育大学（鳴門教育大学）
国立大学法人香川大学（香川大学）
国立大学法人愛媛大学（愛媛大学）
国立大学法人高知大学（高知大学）

５大学の連携によって高等教育機関としての機能を一層強化することを通じ
て、多様化する学修者のニーズや社会からの人材育成等に係る要請に応えると
ともに、急速に変容するGlobal/Local 社会でも存続できる地域分散型社会を
実現

取組内容
●連携開設科目の開設（令和 5 年度～）
●連携教職課程の開設（令和 5 年度～）

教員養成（美術、家庭、情報）
→単独大学の教育リソースだけでは為し
えない、一層厚みのある教員養成

●持続可能な地域を牽引できる人財を
育成する「四国人財育成塾」事業
→シンポジウムの開催などによって、わ
が国のモデルとなる地域社会実現のため
の情報を発信

等

（一社）信州アライアンス
令和 5 年 11 月認定

国立大学法人信州大学（信州大学）
公立大学法人長野大学（長野大学）
学校法人佐久学園（佐久大学）

強みや特色を活かした効果的な連携を推進し、教育研究機能の強化のための連
携や地域が求める人材育成に取り組むことを通じ、地域社会の振興と発展に貢
献

取組内容
●連携開設科目の開設（令和 6 年度～）

文理横断型 STEAM 教育、地域学、デー
タサイエンス、グリーンテクノロジー、
地域課題解決 PBL による総合知の創出・
活用を図る

●地域活性化人材を育成する「しあわ

せ」信州を創造する地域活性化高度
人材育成プログラム
インターンシップ、 FD/SD、就職説明会
の共同実施
→「しあわせ信州」を創造する地域活性
化高度化人材を輩出

等

（一社）ヒロシマ平和研究教育機構

国立大学法人広島大学（広島大学）
公立大学法人広島市立大学（広島市立大学）
広島市
公益財団法人広島平和文化センター

大学相互間や大学と地方公共団体又は平和に関する関係団体等との間における
平和に関する研究教育等により、核兵器のない平和な世界への思いを、世界中
の市民社会の世論に根付かせ、平和への大きな潮流をつくる

取組内容
●参加大学研究機関の特色を生かした
平和に関する共同研究を実施

●被爆関連資料の一括横断システムの
構築に向けたデータベース調査
被爆関係の研究・学習を促進する基盤の
整備を目的

●広島短期滞在プログラムの創設、給
付型奨学金制度の新設に向けた調
査・協議
海外の若手研究者を対象とした滞在経費
の支援等

令和 6 年 3 月認定

等

（一社）熊本地域大学ネットワーク機構
令和 5 年 11 月認定

国立大学法人熊本大学（熊本大学）
公立大学法人熊本県立大学（熊本県立大学）
学校法人東海大学（東海大学）

地域における高等教育の機能強化を更に発展させることを通じ、多様化する学
修者のニーズや社会からの人材育成等に係る要請に応えるとともに、地域の発
展に貢献

取組内容
●連携開設科目の開設（令和6年度～）

文理横断教育、データサイエンス教育
地域課題 PBL（問題解決型学習）等の充
実
→各大学の学位プログラムにおいて、不
足する教育内容に関して強み・特色のあ

る教育リソースを提供する役割を担うこ
とで、教育内容の向上を図る

●くまもとの未来を拓くグローバル
DX人材育成プロジェクト事業

等

（一社）高等教育ネットワーク岐阜

国立大学法人東海国立大学機構岐阜大学（岐阜大学）
学校法人岐阜済美学院中部学院大学（中部学院大学）
岐阜市立女子短期大学（女子短期大学）

大学・短期大学間相互の大学等連携推進業務等により、地域社会のニーズに応
える事業を推進することで、地域社会の課題解決につながる活動や新規事業の
創業・起業、共生社会の実現ができる人材育成の支援に取り組み、地域活性化
に寄与

取組内容
●連携開設科目の開設（令和6年度～）

教養教育を中心とし、各大学固有の専門
性を生かした授業を提供
→各大学の教育の充実に取り組み、文理
横断的な資質能力を身に付けた人材育成
に貢献

●共同研修事業としてFD又はSDを
実施
→法人の事業に関連する教職員の能力及
び事業の更なる高度化を図る

令和 6 年 3 月認定

等

（一社）学修評価・教育開発協議会
令和 4 年 3 月認定

学校法人濱名山手学院（関西国際大学）
学校法人北陸学院（北陸学院大学）
学校法人共愛学園（共愛学園前橋国際大学）
学校法人宮崎学園（宮崎国際大学）
学校法人富山国際学園（富山国際大学）

教育改革に係る研究ならびに学生教育の充実等に関する大学等連携推進業務等
を行い、大学等の緊密な連携の推進による教育研究水準の向上、大学の機能強
化に資するとともに、地域社会の発展に貢献

取組内容
●国内留学事業（学生の相互派遣）
●単位互換プログラム事業の実施
●連携開設科目の開設（令和 5 年度～）

社会の要請に応える新たな科目
（教員養成、幼児教育、データサイエンス等）
地域の課題解決に係る科目

●学生・社会人への教育プログラムの
開発（予定）　

●学修成果の評価方法の開発・普及

等

（一社）やまぐち共創大学コンソーシアム
令和 5 年 3 月認定

国立大学法人山口大学（山口大学）
公立大学法人山口県立大学（山口県立大学）
学校法人宇部学園（山口学芸大学）

強みや特色、教育資源等の異なる国公私立 3 大学の連携により、教育研究機能
の強化に資するとともに、地域との共創によって地域が求める人材育成や地域
社会の振興と発展に寄与

取組内容
●連携開設科目の開設（令和 5 年度～）
文系DX人材の育成
→文理横断教育、データサイエンス教育

知的財産教育、地域理解教育の充実
●DXによる地域課題解決に向けた
PBLの実施・評価

●高大接続の推進
高校生の探究活動の実施

●リカレント教育・リスキリング教育
の推進

等

特集　連携がつくる　大学の新たなかたち

https://souken.shingakunet.com/publication/collegemanagement/

